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（ ）があってこその英語の授業

「（ ）」が先。「（ ）」は後。

Ⅱ 授業改善の視点①言語活動の充実

内容 英語

「言語活動を通して」指導する

伝え合う内容
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Ⅲ 授業改善の視点②全国学力・学習状況調査問題の活用

「聞くこと」、「読むこと」、「書くこと」、「話すこ
と」の４技能を問う問題を出題。記述式を一定割合含み、
「話すこと」を問う問題は口述式。生徒質問紙調査、学
校質問紙調査も併せて実施予定。

平成31年度全国学力・学習状況調査中学校英語の概要

平成30年度中学校英語予備調査問題から 9



Ⅲ 授業改善の視点②全国学力・学習状況調査問題の活用

「聞くこと」

【出題の趣旨】まとまりのある英語を聞いて，話の概要を
理解することができる

スクリプト

You are going to take Course A 
and start climbing at ten o’clock 
tomorrow, right? But you have to 
take Course B and start earlier. 
Course B takes more time, but it 
is easier than Course A. Course 
A is too difficult for junior high 
school students. The weather on 
the mountain changes quickly. 
I’m afraid it’ll be rainy tomorrow 
afternoon. So you need to start 
before eight. Starting at ten is 
too late. That’s my advice.

平成30年度中学校英語予備調査問題から
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Ⅲ 授業改善の視点②全国学力・学習状況調査問題の活用

「話すこと」

【出題の趣旨】聞いて把握したやり取りの内容について，
問答することができる

平成30年度中学校英語予備調査問題から
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Ⅳ 移行期間の対応
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Ⅳ 移行期間の対応
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・学期末や学年末などの事後での評価に終始してしまうことが多く、評価
の結果が児童生徒の具体的な学習改善につながっていない。

・現行の「関心・意欲・態度」の観点について、挙手の回数や毎時間ノー
トを取っているかなど、性格や行動面の傾向が一時的に表出された場面
を捉える評価であるような誤解が払拭し切れていない。

・教師によって評価の方針が異なり、学習改善につなげにくい。
・教師が評価のための「記録」に労力を割かれて、指導に注力できない。
・相当な労力をかけて記述した指導要録が、次学年や次学校段階において
十分に活用されていない。

学習評価について指摘されている課題

改善の方向性

① 児童生徒の学習改善につながるものにしていく。
② 教師の指導改善につながるものにしていく。
③ これまで慣行として行われてきたことでも、必要性・妥当性が認めら

れないものは大胆に見直していく。

Ⅴ 学習評価について
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高校卒業レベル
現: ３,０００語程度

新: ４,０００
～ ５,０００語程

度

高
等
学
校

現状

外国語教育の抜本的強化のイメージ

15分程度の短時間学習の活用等を
含めた弾力的な時間割編成も可能

※CEFR：欧州評議会（Council of Europe）が示す、外国語の学習や教授等のためのヨーロッパ
共通参照枠を言う。英検との対照は日本英語検定協会が公表するデータによる。

・５領域を総合的に扱う科目群として「英語コミュニケー
ションⅠ・Ⅱ・Ⅲ）を、発信力を高める科目群として「論
理・表現Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」を設定

・授業は外国語で行うことを基本 （前回改訂より）

年間１４０単位時間（週４コマ程度）

・互いの考えや気持ちなどを外国語で伝え合う対話的な
活動を重視

・具体的な課題を設定するなどして、学習した語彙、表現
などを実際に活用する言語活動を充実

・授業は外国語で行うことを基本

５・６年 （教科型） 年間７０単位時間（週２コマ程度）

・段階的に「読むこと」「書くこと」を加える

・指導の系統性を確保

３・４年 （活動型） 年間３５単位時間（週１コマ程度）

・「聞くこと」「話すこと（やり取り・発表）」を中心

・外国語に慣れ親しませ、学習への動機付けを高める

改善・充実

中
学
校

小
学
校

・学習意欲、積極性の向上
・言語活動が十分でない

年間１４０単位時間
（週４コマ程度）

・学年が上がるにつれて意欲に課題
・学校種間の接続が不十分

英検３級程度以上の生徒
４０．７％（目標５０％）

英検準２級程度以上の生徒
３９．３％（目標５０％）

年間３５単位時間
（週１コマ程度）

・読み書きに対する意欲
・音声から文字への接続

に課題がある

活動型

高等学校で
現: １,８００語程度

新: １,８００
～ ２,５００語程度

中学校で
現:１,２００語程度

新:１,６００
～ １,８００語程度

・学習意欲、 発信力に課題
・言語活動が十分でない

中
学
校

小
学
校

新たな外国語教育
「何が出来るようになるか」という観点から、国際基準（CEFR※）を参考に、
小・中・高等学校を通じた５つの領域（ 「聞くこと」「読むこと」

「話すこと［やり取り・発表］ 」「書くこと」 ）別の目標を設定

高
等
学
校

小学校で
新: ６００

～ ７００語程度

高
校
生
の
た
め
の

学
び
の
基
礎
診
断

全
国
学
力
・

学
習
状
況
調
査

大学入試改
革

CEFR

Ｂ２
（英検準１級等）

Ｂ１
（英検２級等）

Ａ２
（英検準２級等）

Ａ１
（英検３級等）

改善の
ための
PDCA

サイクル

【2019年度～】

【2019年度～】

※「聞くこと」「読むこと」
「書くこと」「話すこと」
に関する調査を実施

【2020年度～】

改善の
ための
PDCA

サイクル



29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

平成17年度生まれ～ 小６（35） 中１ 中２ 中３ 高１ 高２

平成18年度生まれ～ 小５（35） 小６（+15 → 50） 中１ 中２ 中３ 高１

平成19年度生まれ～ 小４ 小５（+15 → 50） 小６（+15 → 50） 中１ 中２ 中３

平成20年度生まれ～ 小３ 小４（+15） 小５（+15 → 50） 小６（70） 中１ 中２

平成21年度生まれ～ 小２ 小３（+15） 小４（+15） 小５（70） 小６（70） 中１

平成22年度生まれ～ 小１ 小２ 小３（+15） 小４（35） 小５（70） 小６（70）

平成23年度生まれ～ 年長 小１ 小２ 小３（35） 小４（35） 小５（70）

外国語教育における新学習指導要領の円滑な実施に向けた移行措置

【小学校】
◆小学校移行期間（平成３０・３１年度）中の５・６年生

・新たに年間１５単位時間を加え、５０単位時間を確保し、外国語活動の内容に加えて、外国語科の内容を扱う。外国語科の内容については、中学校
との接続の観点から最低限必要な内容と、それを活用して行う言語活動を中心に取り扱う。

・教材は、Ｈｉ, ｆｉｒｉｅｎｄｓ!（現行学習指導要領に対応した５・６年生外国語活動用教材）や、現在文部科学省が開発している新学習指導要領に対応した
教材から、必要な内容を配布する。

◆小学校移行期間（平成３０・３１年度）中の３・４年生

・新たに年間１５単位時間を確保し、外国語活動を実施する。高学年との接続の観点から最低限必要な内容と、それを活用して行う言語活動を中心
に取り扱う。

・教材は、現在文部科学省が開発している新学習指導要領に対応した教材から、必要な内容を配布する。

【中学校】
◆中学校移行期間（平成３０～３２年度）のうち、平成３１・３２年度の１・２年生

・授業時数は追加せず、小・高等学校との接続の観点から、知識・技能について新たに追加した内容と、それを活用して行う言語活動を計画的に指
導 する。

中学校全面実施

※年次進行で実施

小学校全面実施

高等学校

・・・外国語科移行措置・・・外国語活動移行措
置

・・・中学校移行措置 ※生まれ年度はイメージとして示している。
※中学校の時数は現行と同様、年間140単位時間程度。

※平成２９年度中に
必要な教材を配布

※平成３０年度中に
必要な教材を配布


